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歳　　入 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 事　　　　　由

普通交付税 126,483 基準財政需要額の算定見直しによる増

小　　　計 126,483

保育園負担金 △ 2,968 新制度施行に伴う多子世帯の負担軽減による減

小　　　計 △ 2,968

幼稚園保育料 △ 11,704 新制度施行に伴う多子世帯の負担軽減による減

小　　　計 △ 11,704

国民健康保険基盤安定繰入金負担金 18,601 公費拡充等の制度改正に伴う国庫負担金の増

小　　　計 18,601

自立支援給付費負担金 3,437 自立支援給付費の増に伴う国庫負担金の増（負担率：1/2）

障害児施設給付費等負担金 7,563 自立支援給付費の増に伴う国庫負担金の増（負担率：1/2）

小　　　計 11,000

児童手当負担金 △ 13,902 児童手当支給額減に伴う国庫負担金の減

保育所給付費負担金 △ 23,414 新制度施行に伴う公定価格の確定等による国庫負担金の減

幼稚園給付費負担金 5,113 新制度施行に伴う公定価格の確定等による国庫負担金の増

地域型保育給付費負担金 △ 363 新制度施行に伴う公定価格の確定等による国庫負担金の減

小　　　計 △ 32,566

地方公共団体情報セキュリティ強化対策費補助金 7,600 マイナンバー導入に伴う情報システムのセキュリティ強化対策に対する補助金（補助率：1/2）

小　　　計 7,600

地域子ども・子育て支援事業費補助金 1,791 制度改正による国庫補助金の増

民間保育所運営費補助金 540 制度改正による国庫補助金の増

子どものための教育・保育事業費補助金 839 制度改正に伴う保育所等の利用者負担軽減に係るシステム改修に対する補助金

小　　　計 3,170

社会資本整備総合交付金 △ 2,200 国府本郷月京１号線整備事業の減額に伴う減

小　　　計 △ 2,200

学校施設環境改善交付金 △ 7,192 大磯小学校グラウンド改修事業国庫補助金不採択による減（財源更正）

小　　　計 △ 7,192

学校施設環境改善交付金 △ 6,368 大磯幼稚園トイレ等改修事業国庫補助金不採択による減（財源更正）

小　　　計 △ 6,368

社会資本整備総合交付金 △ 31,257 旧吉田茂邸再建における国庫補助金決定額減に伴う減（財源更正）

小　　　計 △ 31,257

臨時福祉給付金給付事業費補助金 △ 3,600 給付金額の減に伴う補助金の減

小　　　計 △ 3,600

子育て世帯臨時特例給付金給付事務費補助金 △ 2,665 給付者数の減に伴う補助金の減

子育て世帯臨時特例給付金給付事業費補助金 △ 1,290 給付金額の減に伴う補助金の減

小　　　計 △ 3,955

目　　　　名

教育費国庫補助金

地方交付税

民生費負担金

教育使用料

民生費国庫負担金

民生費国庫補助金

教育費国庫補助金

教育費国庫補助金

総務費国庫補助金

民生費国庫負担金

民生費国庫負担金

臨時福祉給付金給付事業補助金

土木費国庫補助金

子育て世帯臨時特例給付事業補助金

子育て支援課

13 福祉課

6

町民課

8 子育て支援課

3 子育て支援課

2

福祉課5

9 建設課

平成27年度大磯町一般会計補正予算（第６号）

一般会計

11

1

7 政策課

4

12

財政課

子育て支援課

子育て支援課

14 子育て支援課

生涯学習課

10 学校教育課

1



歳　　入 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 事　　　　　由

個人番号カード交付事業費補助金 5,514 個人番号カード等交付事務委任先団体への交付金に対する補助金（補助率：10/10）

小　　　計 5,514

臨時福祉給付金給付事務費補助金 6,195 年金生活者等に対する臨時福祉給付金給付事務費補助金（補助率：10/10）

臨時福祉給付金給付事業費補助金 90,000 年金生活者等に対する臨時福祉給付金補助金（補助率：10/10）

小　　　計 96,195

国民健康保険基盤安定繰入金負担金 11,331 公費拡充等の制度改正に伴う県負担金の増

小　　　計 11,331

自立支援給付費負担金 1,719 自立支援給付費の増に伴う県負担金の増（負担率：1/4）

障害児施設給付費負担金 3,781 自立支援給付費の増に伴う県負担金の増（負担率：1/4）

小　　　計 5,500

児童手当負担金 △ 2,428 児童手当支給額減に伴う県負担金の減

保育所給付費負担金 △ 11,707 新制度施行に伴う公定価格の確定等による県負担金の減

幼稚園給付費負担金 △ 6,603 新制度施行に伴う公定価格の確定等による県負担金の減

地域型保育給付費負担金 △ 181 新制度施行に伴う公定価格の確定等による県負担金の減

小　　　計 △ 20,919

重度障害者医療助成事業費補助金 △ 1,595 心身障害者医療扶助費の減に伴う県補助金の減

小　　　計 △ 1,595

放課後児童健全育成事業費補助金 △ 6,583 制度改正による県補助金の減

民間保育所運営費補助金 △ 3,100 制度改正による県補助金の減

地域子ども・子育て支援事業費補助金 1,791 制度改正による県補助金の増

安心こども交付金事業費補助金 7,261 制度改正による認定こども園整備にかかる県補助金の増

施設型給付費補助金 7,210 制度改正による県補助金の増

小　　　計 6,579

新規就農者確保支援事業補助金 750 青年就農給付金に対する県補助金（補助率：10/10）

農地集積協力金補助金 106 農地集積・集約化対策事業協力金に対する県補助金（補助率：10/10）

小　　　計 856

市町村自治基盤強化総合補助金 22,507 旧吉田茂邸再建事業に対する補助金の増

小　　　計 22,507

一般寄附金 3,018 一般寄附金の増

小　　　計 3,018

旧吉田茂邸整備活性化等基金寄附金 600 旧吉田茂邸整備活性化等に対する寄附金

小　　　計 600

旧吉田茂邸再建基金繰入金 △ 6,250 旧吉田茂邸再建事業の模型製作委託料の減による減

小　　　計 △ 6,250

ごみ処理広域化し尿処理施設分担金 △ 3,839 平成26年度負担金（平塚市）の精算等に伴う減

小　　　計 △ 3,839

農用地利用配分計画作成協力金 30 農用地利用配分計画作成に対する農地中間管理機構からの協力金

小　　　計 30

184,571

教育費寄附金

 旧吉田茂邸再建基金繰入金

雑入

一般寄附金

合　　　　　計

市町村自治基盤強化総合補助金

民生費県負担金

民生費県負担金

目　　　　名

個人番号カード交付事業費等補助金

民生費県負担金

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業補
助金

15 町民課

28 産業観光課

18

25

20 福祉課 民生費県補助金

生涯学習課

22

福祉課

民生費県補助金

農林水産業費県補助金

雑入

24 財政課

子育て支援課

町民課

福祉課

17

19

23 財政課

16

子育て支援課

21

27 環境課

産業観光課

26 生涯学習課

2



歳　　出 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 説　　　　　明

会議録音データ反訳委託料 190 反訳依頼時間数が見込みより増に伴う委託料の増

小　　　計 190

退職手当組合負担金 5,876 勧奨退職に伴う特別負担金の増

小　　　計 5,876

庁用器具購入費 650 事務用机・椅子等の補充

小　　　計 650

弁護士謝金 322 訴訟事件に対する弁護士報酬の増

データ作成委託料 817 例規改正が見込みより増に伴う委託料の増

小　　　計 1,139

財政調整基金積立金 81,072 財源調整に伴う積立金

公共施設整備基金積立金 3,120 公共施設の整備等に対する寄附金の基金積立金

小　　　計 84,192

事業委託料 15,200 マイナンバー導入に伴う情報システムのセキュリティ強化対策整備委託【繰越明許】

小　　　計 15,200

工事請負費 △ 1,057 契約執行による落札残

小　　　計 △ 1,057

過年度過誤還付金 689 平成26年度保育緊急確保事業費補助金の返還金など

小　　　計 689

個人番号カード交付金 5,514 個人番号カード等交付事務委任先団体（地方公共団体情報システム機構）への交付金

小　　　計 5,514

共同システム負担金 200 選挙人名簿登録制度の改正に伴うシステム改修負担金

小　　　計 200

心身障害者医療扶助費 △ 10,000 見込み対象者数の減

小　　　計 △ 10,000

地域福祉基金積立金 69 福祉の充実に対する寄附金の基金積立金

小　　　計 69

自立支援給付費 22,000 見込み対象者数の増

小　　　計 22,000

障害者生活支援事業委託料 △ 3,000 障害者虐待防止センターを直営対応にしたことによる委託料の減

小　　　計 △ 3,000

臨時福祉給付金 △ 3,600 見込み対象者数の減

小　　　計 △ 3,600

時間外勤務手当 504 給付事務にかかる時間外勤務手当【繰越明許】

社会保険料 74 給付事務にかかる臨時職員の社会保険料【繰越明許】

臨時雇賃金 1,469 給付事務にかかる臨時雇賃金【繰越明許】

普通旅費 4 給付事務にかかる旅費【繰越明許】

消耗品費 150 給付事務にかかるコピー用紙等消耗品費【繰越明許】

印刷製本費 700 給付事務にかかる申請書等印刷製本費【繰越明許】

個人番号交付事務事業

財政管理運営事務事業

臨時福祉給付金給付事業

委員会事務局運営事業

地域福祉基金積立事業

自立支援給付事業

地域生活支援等事業

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業

電子計算運営事務事業

職員給与【一般管理費】

一般管理運営事務事業

文書法制事務事業

議会（議員）活動事業

事    業    名

障害者医療費助成事業

本庁舎施設整備事業

諸費一般事業

選挙管理委員会事務局

14

10

福祉課

1

5 財政課

12 福祉課

15 福祉課

13

8 総務課

9 町民課

福祉課

福祉課

16

7 総務課

11

福祉課

政策課6

議会事務局

3 総務課

2 総務課

4 総務課

3



歳　　出 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 説　　　　　明

通信運搬費 805 給付事務にかかる郵送料【繰越明許】

手数料 324 給付事務にかかる振込手数料【繰越明許】

事業委託料 813 給付事務にかかる振込データ作成等委託料【繰越明許】

共同システム負担金 1,352 給付事務にかかるシステム改修負担金【繰越明許】

臨時福祉給付金 90,000 年金生活者等に対する臨時福祉給付金【繰越明許】

小　　　計 96,195

修繕料 320 消防設備及び浴槽ろ過装置ポンプ修繕料

小　　　計 320

国民健康保険事業特別会計繰出金 △ 37,571 保険基盤安定繰入金等の増に伴う繰出金の減

国民健康保険基盤安定繰出金 39,911 公費拡充等の制度改正に伴う繰出金の増

小　　　計 2,340

介護保険事業特別会計繰出金 △ 4,342 施設給付費の減などによる繰出金の減

小　　　計 △ 4,342

講師等謝金 135 放課後子ども教室ボランティアスタッフ数の見込増に伴う講師等謝金の増

放課後児童健全育成事業委託料 6,016 基準額の改正による事業委託料の増（大磯・国府分）

小　　　計 6,151

児童保育委託料 30,487 新制度施行に伴う公定価格の確定等による委託料の増

一時保育事業補助金 1,260 一時保育利用見込み者数の増による補助金の増

延長保育事業補助金 △ 9,044 制度改正による補助金の減

民間保育所運営費補助金 △ 3,473 制度改正による補助金の減

認可外保育施設支援事業補助金 △ 1,397 補助対象事業確定による補助金の減

共同システム負担金 1,678 制度改正に伴う保育所等の利用者負担軽減に係るシステム改修負担金【繰越明許】

施設型給付費 2,438 新制度施行に伴う公定価格の確定等による給付費の増

地域型保育給付費 △ 2,332 新制度施行に伴う公定価格の確定等による給付費の減

小　　　計 19,617

時間外勤務手当 △ 90 見込み対象者数の減

臨時雇賃金 △ 358 見込み対象者数の減

普通旅費 △ 6 見込み対象者数の減

消耗品費 △ 128 見込み対象者数の減

印刷製本費 △ 260 見込み対象者数の減

通信運搬費 △ 165 見込み対象者数の減

手数料 △ 54 見込み対象者数の減

データ入力委託料 △ 229 見込み対象者数の減

共同システム負担金 △ 1,375 見込み対象者数の減

臨時特例給付金 △ 1,290 見込み対象者数の減

小　　　計 △ 3,955

認定こども園整備事業補助金 9,661 制度改正による補助金の増

小　　　計 9,661

児童手当 △ 18,755 給付者数の減に伴う支給額の減

小　　　計 △ 18,755

子ども・子育て支援新制度運営事業

福祉センター運営事業

放課後子どもプラン事業

23

子育て支援課22

子育て支援課

子育て世帯臨時特例給付金給付事業

20

国民健康保険事業特別会計繰出金

子育て支援課 待機児童対策事業

児童手当等支給事業

17 福祉課

24 子育て支援課

19 福祉課

子育て支援課

21

介護保険事業特別会計繰出金

18 町民課

16 福祉課 年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業

事    業    名

4



歳　　出 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 説　　　　　明

保育園臨時雇賃金 △ 1,750 雇用日数の見込減に伴う臨時雇賃金の減

小　　　計 △ 1,750

予防接種委託料 △ 2,297 接種見込み者数の減に伴う委託料の減

小　　　計 △ 2,297

検診委託料 3,184 受診見込み者数の増に伴う委託料の増

節目年齢がん検診委託料 516 受診見込み者数の増に伴う委託料の増

小　　　計 3,700

可燃ごみ収集運搬委託料 △ 1,010 契約執行による落札残

小　　　計 △ 1,010

高効率ごみ発電施設運営費負担金 △ 14,256 平成26年度負担金の精算等に伴う減

粗大ごみ破砕処理施設運営費負担金 △ 5,424 平成26年度負担金の精算等に伴う減

リサイクルプラザ運営費負担金 △ 4,786 平成26年度負担金の精算等に伴う減

小　　　計 △ 24,466

工事請負費 △ 2,600 契約執行による落札残

小　　　計 △ 2,600

青年就農給付金 750 新規青年就農者に対する給付金

農地集積・集約化対策事業協力金 106 農地中間管理機構に農地を貸し付けた土地提供者に対する協力金

小　　　計 856

工事請負費 △ 4,000 排水施設整備計画の見直しによる減

小　　　計 △ 4,000

歴史的建造物等整備基金積立金 45 歴史的建造物等の保全・活用に対する寄附金の基金積立金

小　　　計 45

下水道事業特別会計繰出金 △ 3,449 受益者負担金の増などに伴う繰出金の減

小　　　計 △ 3,449

消防救急無線活動波整備費負担金 △ 1,111 整備費の精算による負担金の減

小　　　計 △ 1,111

団員退職報償金 △ 1,408 退職見込み者数の減

小　　　計 △ 1,408

学校備品購入費 1,245 老朽した大磯小学校音楽室のピアノ購入費

小　　　計 1,245

工事請負費 △ 1,375 契約執行による落札残

小　　　計 △ 1,375

要保護・準要保護児童就学援助費 △ 1,300 対象見込み児童数の減に伴う減

小　　　計 △ 1,300

工事請負費 △ 2,572 契約執行による落札残

小　　　計 △ 2,572

要保護・準要保護生徒就学援助費 650 中学校給食開始に伴う援助費の増

小　　　計 650

特別支援教育就学奨励費 80 中学校給食開始に伴う奨励費の増

小　　　計 80

25 子育て支援課 保育園運営事務事業

小学校給食施設改修事業

要保護・準要保護生徒就学援助事業

特別支援教育就学奨励事業
【中学校費】

消防団運営事業

要保護・準要保護児童就学援助事業

国府小学校施設整備事業

消防救急無線整備事業

予防接種事業

がん検診推進事業

国府本郷月京１号線整備事業

下水道事業特別会計繰出金

ごみ処理広域化運営事業

学校運営事業
【小学校費】

事    業    名

41 学校教育課

34

美化センター

37

農地活用推進事業

し尿処理施設維持整備事業

ごみ収集運搬事業

歴史的建造物等整備事業

30 美化センター

スポーツ健康課26

学校教育課

消防署

28

33

環境課

消防総務課

32

31 産業観光課

35

38 学校教育課

39 学校教育課

都市計画課

27 スポーツ健康課

建設課

40

36

下水道課

29

学校教育課

42 学校教育課

5



歳　　出 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 説　　　　　明

社会保険料 △ 954 臨時雇賃金の減に伴う社会保険料の減

臨時雇賃金 △ 6,555 臨時雇用職員数の見込減に伴う臨時雇賃金の減

小　　　計 △ 7,509

旧吉田茂邸整備活性化等基金積立金 600 旧吉田茂邸整備活性化等に対する寄附金の基金積立金

小　　　計 600

模型製作委託料 △ 15,000 国庫補助金不採択による減

小　　　計 △ 15,000

日本郵政（旧総務省） 1,217 借入利率変更に伴う償還元金の増

地方公共団体金融機構（旧公営企業金融公庫） 28,971 平成26年度借入額確定に伴う償還元金の増

小　　　計 30,188

日本郵政（旧総務省） △ 2,711 借入利率変更に伴う利子の減

前年度、前々年度借入分 △ 5,529 借入利率確定に伴う利子の減

小　　　計 △ 8,240

184,571

そ の 他 単位：千円

事　業　名 金　額 理　　　　　由

電子計算運営事務事業 15,200
マイナンバー導入に伴う情報システムのセキュリティ強化対策を実施するにあた
り年度内での完成が見込めないため

年金生活者等支援臨時福祉給付金
給付事業

96,195
年金生活者等支援臨時福祉給付金を給付するにあたり年度内での完了が見
込めないため

子ども・子育て支援新制度運営事業 1,678
保育所等の利用者負担軽減に係るシステム改修を行うにあたり、年度内での完
了が見込めないため

ごみ処理施設等解体事業 836
PCB処分の受入施設が限定されていて、年度内での処分の完了が見込めない
ため

橋りょう長寿命化修繕事業 28,000
東日本旅客鉄道(株)との協定締結に不測の日数を要したため年度内での完成
が見込めないため

国府中学校体育館等改修事業 91,200 追加工事の必要性が判明して、年度内での完成が見込めないため

旧吉田茂邸再建事業 372,654 再建工事着工時期の変更等により年度内での完了が見込めないため

期　　　　間 限度額 理　　　　　由

平成27年度～平成29年度 8,877
平成29年度までの契約を締結している当該事業において基準額の改正による
増額変更が生じたため

平成28年度

平成28年４月１日
から契約業務を
必要とする業務に
かかる金額

平成28年４月１日から契約業務が必要となるため

繰越明許費の追加

事    業    名

町債償還元金

町債に対する利子

合　　　　　計

47

債務負担行為の追加

２　総務費

10　教育費

繰越明許費の追加 10　教育費

繰越明許費の追加 ３　民生費

区　分

放課後子どもプラン事業
（放課後児童健全育成事業委託料）

４　衛生費

財政課

郷土資料館運営事務事業

３　民生費 ２　児童福祉費

区　分

繰越明許費の追加

46 財政課

繰越明許費の追加

繰越明許費の追加

繰越明許費の追加

平成28年４月１日から契約の履行を必要とする業
務

項

１　総務管理費

５　社会教育費

３　中学校費

款

２　清掃費

８　土木費

１　社会福祉費

事　　　　項

旧吉田茂邸再建事業

幼稚園運営事業

２　道路橋りょう費

44 生涯学習課

45 生涯学習課

債務負担行為の追加

43 子育て支援課

6



歳　　入 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 事　　　　　由

医療給付費分現年課税分 △ 21,109 所得割額及び被保者数の減による減

後期高齢者支援金分現年課税分 △ 5,991 所得割額及び被保者数の減による減

介護納付金分現年課税分 △ 2,210 所得割額及び被保者数の減による減

小　　　計 △ 29,310

医療給付費分現年課税分 △ 8,131 所得割額及び被保者数の減による減

後期高齢者支援金分現年課税分 △ 2,720 所得割額及び被保者数の減による減

介護納付金分現年課税分 △ 2,382 所得割額及び被保者数の減による減

小　　　計 △ 13,233

一般療養給付費負担金 49,871 一般療養給付費の増に伴う負担金の増

後期高齢者支援金負担金 △ 16,508 支援額確定に伴う負担金の減

介護納付金負担金 △ 15,082 納付金確定に伴う負担金の減

小　　　計 18,281

退職被保険者等療養給付費交付金 △ 86,472 退職療養給付費、退職高額療養費の減による交付金の減

小　　　計 △ 86,472

前期高齢者交付金 △ 27,630 前々年度交付金確定による減

小　　　計 △ 27,630

普通調整交付金 17,343 一般療養給付費の増に伴う交付金の増

小　　　計 17,343

高額医療費共同事業交付金 17,983 高額医療費の増に伴う交付金の増

小　　　計 17,983

保険財政共同安定化事業交付金 50,165 医療費の増に伴う交付金の増

小　　　計 50,165

保険基盤安定繰入金 39,911 公費拡充等の制度改正に伴う繰入金の増

財政安定化支援事業繰入金 △ 3,864 支援額確定に伴う繰入金の減

その他一般会計繰入金 △ 30,907 保険基盤安定繰入金等の増に伴うその他繰入金の減

出産育児一時金繰入金 △ 2,800 対象者数の減に伴う繰入金の減

小　　　計 2,340

△ 50,533

一般被保険者国民健康保険税

退職被保険者等国民健康保険税

療養給付費等負担金

療養給付費交付金

前期高齢者交付金

県財政調整交付金

高額医療費共同事業交付金

一般会計繰入金

保険財政共同安定化事業交付金

合　　　　　計

7 町民課

5 町民課

2 町民課

3 町民課

4 町民課

6

平成27年度大磯町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

国民健康保険事業特別会計

1 町民課

9 町民課

8 町民課

町民課

目　　　　名

7



歳　　出 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 説　　　　　明

一般被保険者療養給付費 78,825 入院費及び外来費の増に伴う増

小　　　計 78,825

退職被保険者等療養給付費 △ 69,138 退職被保険者数の減に伴う減

小　　　計 △ 69,138

退職被保険者等高額療養費 △ 14,134 退職被保険者数の減に伴う減

小　　　計 △ 14,134

出産育児一時金 △ 4,200 対象者数の減に伴う減

小　　　計 △ 4,200

後期高齢者支援金 5,011 前々年度支援金確定に伴う支援金の増

小　　　計 5,011

介護納付金 △ 21,981 前々年度納付金確定に伴う納付金の減

小　　　計 △ 21,981

保険財政共同安定化事業拠出金 △ 25,126 拠出金確定に伴う減

小　　　計 △ 25,126

一般被保険者保険税還付金 210 還付件数の増に伴う還付金の増
小　　　計 210

△ 50,533合　　　　　計

退職被保険者等高額療養費支払事業

出産育児一時金支払事業

後期高齢者支援金支払事業

介護納付金支払事業

保険財政共同安定化事業拠出金支払事業

一般被保険者過年度保険税還付事業

事    業    名

一般被保険者療養給付費給付事業

退職被保険者等療養給付費給付事業

町民課

町民課

7

8

4 町民課

2 町民課

3

町民課

1 町民課

6 町民課

5 町民課

8



歳　　入 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 事　　　　　由

現年度分保険料 △ 14,795 所得段階別人数の変動による減

小　　　計 △ 14,795

現年度分 △ 9,000 施設給付費減による減（負担割合：15％）

小　　　計 △ 9,000

現年度分 △ 1,404 施設給付費減による減（負担割合：2.34％）

小　　　計 △ 1,404

事業費補助金 1,904 介護保険制度改正等に伴うシステム改修事業費補助金

小　　　計 1,904

現年度分 △ 16,800 施設給付費減による減（負担割合：28％）

小　　　計 △ 16,800

現年度分 △ 10,500 施設給付費減による減（負担割合：17.5％）

小　　　計 △ 10,500

介護給付費繰入金 △ 7,501 施設給付費減による減（負担割合：12.5％）

事務費繰入金 3,159 認定審査ソフトウェア、介護保険制度改正等に伴うシステム改修費繰入金

小　　　計 △ 4,342

△ 54,937

歳　　出 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 説　　　　　明

介護保険指定機関等管理システム負担金 24 介護保険制度改正等に伴うシステム改修負担金

共同システム負担金 5,039 認定審査ソフトウェア及びシステム改修負担金

小　　　計 5,063

施設介護サービス給付費 △ 60,000 施設介護サービス給付費の減

小　　　計 △ 60,000

△ 54,937

その他

期　　　　間 限度額 理　　　　　由

平成28年度

平成28年４月１日
から契約業務を
必要とする業務に
かかる金額

平成28年４月１日から契約業務が必要となるため

区　分 事　　　　項

債務負担行為の追加
平成28年４月１日から契約の履行を必要とする
業務

目　　　　名

第１号被保険者保険料

介護給付費負担金

調整交付金

事業費補助金

福祉課

介護給付費交付金

福祉課

6 福祉課

5 福祉課

3 福祉課

2

合　　　　　計

県負担金

7 一般会計繰入金

合　　　　　計

平成27年度大磯町介護保険事業特別会計補正予算（第４号）

2

事    業    名

介護保険運営事務事業

介護サービス等給付費給付事業福祉課

福祉課

4 福祉課

1 福祉課

介護保険事業特別会計

1

9



歳　　入 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 事　　　　　由

現年度賦課分 2,345 一括納付件数が当初見込みより増加したことによる増
小　　　計 2,345

一般会計繰入金 △ 3,449 財源調整による減

小　　　計 △ 3,449

△ 1,104

歳　　出 単位：千円

№ 所　属 細　　　節　　　名 補正額 説　　　　　明

納期前納付報奨金 564 一括納付件数が当初見込みより増加したことによる増
小　　　計 564

前年度借入分 △ 1,668 借入利率の確定に伴う減
小　　　計 △ 1,668

△ 1,104

事    業    名

受益者負担金等賦課徴収事業

下水道債に対する利子

合　　　　　計

2 下水道課

平成27年度大磯町下水道事業特別会計補正予算（第３号）

1 下水道課

下水道事業特別会計

1 下水道課

2 下水道課

目　　　　名

下水道事業受益者負担金

一般会計繰入金

合　　　　　計

10


